
１　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

  　満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

  ①什器備品・車両運搬具

    定額法による減価償却を実施している。

    なお、耐用年数は什器備品が4年、車両運搬具の普通自動車が6年、軽四輪自動車が4年である。

　②リース資産

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法による減価償却を実施している。

(3) 引当金の計上基準

　　①貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業に係る一般債権

　　　　　　　　　　　　　　　については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

　　　　　　　　　　　　　　　し、回収不能見込額を計上している。

　　②賞与引当金…………………プロパー職員及び愛媛県からの出向職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

                              当期に帰属する額を計上している。

　　③退職給付引当金……………プロパー職員の退職金支給に備えるため、期末要支給額の100％に相当する金額を計上している。

(4) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　資金の範囲には、手許現金、要求払預金及び3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、

  価格変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっている。

(5) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記
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２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　基本財産預金 412,304,136 1,742,618,632 1,742,618,632 412,304,136

　基本財産引当有価証券 609,030,208 196,149 0 609,226,357

小　　計 1,021,334,344 1,742,814,781 1,742,618,632 1,021,530,493

特定資産

　技術振興基金引当有価証券 252,803,149 104,800 0 252,907,949

　技術振興基金預金 157,924,913 473,774,739 473,774,739 157,924,913

　地域産業活性化基金引当有価証券 252,498,569 123,410 0 252,621,979

　地域産業活性化基金預金 198,616,460 595,849,380 595,849,380 198,616,460

　基盤整備基金引当有価証券 39,967,344 24,219 0 39,991,563

　基盤整備基金預金 110,251,356 330,754,068 330,754,068 110,251,356

　退職給付引当資産 54,340,011 39,009,865 56,040,111 37,309,765

　地域中小企業応援ファンド事業基金預金 604,154 0 0 604,154

　地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券 10,582,172,102 1,006,394 1,168,618 10,582,009,878

　借入金返済準備預金 28,105,032 29,163,978 13,269,303 43,999,707

　貸与事業補填準備金預金 60,574,979 60,574,979 60,574,979 60,574,979

  被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基金預金 15,253,000 15,253,000 15,253,000 15,253,000

　被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基金有価証券 4,658,855,603 0 14,835,729 4,644,019,874

小　　計 16,411,966,672 1,545,638,832 1,561,519,927 16,396,085,577

合　　計 17,433,301,016 3,288,453,613 3,304,138,559 17,417,616,070

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産

　基本財産預金 412,304,136 (412,304,136) － －

　基本財産引当有価証券 609,226,357 (609,226,357) － －

小　　計 1,021,530,493 (1,021,530,493) － －

特定資産

　技術振興基金引当有価証券 252,907,949 (223,071,738) (29,836,211) －

　技術振興基金預金 157,924,913 (137,579,770) (20,345,143) －

　地域産業活性化基金引当有価証券 252,621,979 (252,621,979) － －

　地域産業活性化基金預金 198,616,460 (198,616,460) － －

　基盤整備基金引当有価証券 39,991,563 (39,991,563) － －

　基盤整備基金預金 110,251,356 (110,251,356) － －

　退職給付引当資産 37,309,765 － － (37,309,765)

　地域中小企業応援ファンド事業基金預金 604,154 － － (604,154)

　地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券 10,582,009,878 － (2,989,891) (10,579,019,987)

　借入金返済準備預金 43,999,707 － － (43,999,707)

　貸与事業補填準備金預金 60,574,979 － (60,574,979) －

  被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基金預金 15,253,000 － － (15,253,000)

  被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基金有価証券 4,644,019,874 － － (4,644,019,874)

小　　計 16,396,085,577 (962,132,866) (113,746,224) (15,320,206,487)

合　　計 17,417,616,070 (1,983,663,359) (113,746,224) (15,320,206,487)

※基本財産預金、技術振興基金預金、地域産業活性化基金預金、基盤整備基金預金、被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基
金預金及び貸与事業補填準備金預金の増減額は、主に、預金の預け替えによる。
※退職給付引当資産の減少額は、預金の預け替えによる他、主に、退職手当を支給するため、19,000,651円を取り崩したことによ
る。※借入金返済準備預金の増加額は、主に、借入金返済に備えるため、新たに15,894,675円を預け入れたことによる。
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４ 担保に供している資産

５ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 (単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

基本財産

　20年利付国債（第131回）
   (H23.12.20～R13.9.20、1.709%)

326,385,689 374,110,548 47,724,859

　20年利付国債（第132回）
   (H24.3.21～R13.12.20、1.781%)

282,840,668 326,642,487 43,801,819

小　　　　計 609,226,357 700,753,035 91,526,678

特定資産

　10年利付国債（第348回）
   (H29.11.30～R9.9.20、0.020%)

1,155,018 1,153,450 △ 1,568

　20年利付国債（第131回）
   (H23.12.20～R13.9.20､1.709%)

144,590,499 165,716,472 21,125,973

　20年利付国債（第132回）
   (H24.3.21～R13.12.20､1.781%)

400,930,992 463,020,693 62,089,701

  宮崎県平成２９年度第１号公債
   (H29.11.30～R9.11.30、0.211%)

4,574,708,191 4,598,342,165 23,633,974

　東京都公募公債（第787回）
   (H31.2.27～R10.12.20、0.130%)

1,099,269,097 1,096,700,000 △ 2,569,097

　新潟県公募公債（平成30年度第2回）
   (H31.2.27～R10.11.30、0.1275%)

49,440,240 49,289,100 △ 151,140

　共同発行市場公募地方債（第190回）
   (H31.2.27～R11.1.25、0.150%)

3,262,176,031 3,257,066,000 △ 5,110,031

　北九州市公募公債（平成30年度第3回）
   (H31.2.27～R10.12.21、0.145%)

1,595,261,301 1,591,272,000 △ 3,989,301

　20年大阪府公募公債（第14回）
   (R1.7.2～R18.9.29、0.309%)

103,179,067 100,440,000 △ 2,739,067

　20年兵庫県公募公債（第30回）
   (R1.7.2～R18.12.19、0.303%)

104,249,514 101,240,000 △ 3,009,514

　20年兵庫県公募公債（第38回）
   (R1.7.2～R21.6.20、0.322%)

703,393,128 666,960,000 △ 36,433,128

　20年群馬県公募公債（第8回）
   (R1.7.2～R19.6.12、0.302%)

104,815,324 101,360,000 △ 3,455,324

　20年京都府公募公債（平成29年度第5回）
   (R1.7.2～R19.8.14、0.299%)

104,826,154 101,130,000 △ 3,696,154

　20年神戸市公募公債（平成29年度第5回）
   (R1.7.2～R19.9.18、0.308%)

208,465,601 201,140,000 △ 7,325,601

　20年仙台市公募公債（平成29年度第1回）
   (R1.7.2～R19.10.19、0.311%)

104,487,879 100,950,000 △ 3,537,879

　政府保証日本高速道路保有・
　債務返済機構債（第65回）
　(R1.7.2～R20.8.27、0.239%)

133,905,398 128,570,000 △ 5,335,398

　政府保証日本高速道路保有・
　債務返済機構債（第355回）
　(R1.7.2～R20.7.30、0.268%)

103,495,441 98,810,000 △ 4,685,441

　政府保証日本高速道路保有・
　債務返済機構債（第367回）
　(R1.7.2～R20.11.30、0.264%)

2,663,304,656 2,534,250,000 △ 129,054,656

　政府保証日本高速道路保有・
　債務返済機構債（第373回）
　(R1.7.2～R21.1.31、0.280%)

207,724,629 197,500,000 △ 10,224,629

　政府保証日本高速道路保有・
　債務返済機構債（第379回）
　(R1.7.2～R21.3.31、0.284%)

102,173,083 96,930,000 △ 5,243,083

小　　　　計 15,771,551,243 15,651,839,880 △ 119,711,363

合　　　　計 16,380,777,600 16,352,592,915 △ 28,184,685

 ※ 下段の(    )は、保有期間及び実質利率である。

　基本財産預金10,419,250円、地域中小企業応援ファンド事業基金預金604,154円、地域中小企業応援ファンド事業基金有価証券
10,582,009,878円(帳簿価額)、被災中小企業施設・設備整備資金貸付事業基金預金15,253,000円及び被災中小企業施設・設備整備
資金貸付事業基金有価証券4,644,019,874円(帳簿価額)は、長期借入金のうち15,282,000,000円の担保に供している。
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６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

前期末残高

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

７　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

８ 関連当事者との取引内容

　 関連当事者との取引内容は、次のとおりである。

役員の
兼務等

事業上
の関係

　取引条件及び取引条件の決定方針等

・ 「事業費補助」は、各補助金の交付要綱等に基づき交付を受けている。

・ 「事業受託」は、各事業の委託契約（実費弁償方式）に基づき受託している。

・ 「指定管理受託」は、「テクノプラザ愛媛の管理運営に関する基本協定書」等に基づき受託している。

0 －

当期増加額補助金等の名称

中小企業等海外出願・侵害対策支援事業費補助金

交付者

愛媛県創業･経営基盤強化総合支援事業費補助金

3,516,000四国経済産業局

愛媛県 44,483,000

中小企業地域資源活用等促進事業補助金 10,713,918全国中小企業振興機関協会

共同・協業販路開拓支援事業費補助金 全国商工会連合会 31,099,906

－

17,328,000愛媛県下請企業振興事業費補助金

3,516,000

44,483,000

愛媛県

中小企業経営支援等対策費補助金 四国経済産業局 29,493,850

愛媛グローカルビジネス創出支援事業費補助金 愛媛県 32,254,206 32,254,206

10,713,918

愛媛グローカルビジネス加速化支援事業費補助金 愛媛県 4,233,500

農商工連携新商品開発事業費補助金 愛媛県 2,525,243 2,525,243 0 －

31,099,906

0

502,000 0 －

(単位：円)

17,328,000

当期末残高

0

0

貸借対照表上
の記載区分

0

当期減少額

－

29,493,850 0 －

0 －

－

－

0 －

4,233,500 0

0

経常収益への振替額

　運用利息収入振替額

種類
法人等
の名称

住所
事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

科目

支配法
人

愛媛県

松山市
一番町
4丁目
4-2

19,368

1,696,231

合　　　　　計

内　　　　容

小規模企業者設備資金貸付事業費補助金 愛媛県 502,000

19,194,496

19,194,496

取引の
内容

資産総額
（単位：
億円）

関係内容

19,194,496

愛媛県高度IT人材創出・育成事業費補助金       愛媛県

177,845,854

地方公共団
体

事業受託

事業費補助

指定管理受託

  指定正味財産から振替額のうち運用利息収入振替額は、一般正味財産増減の部の基本財産運用益に10,389,156円、特定資産運用益に
8,805,340円含まれている。

期末残高
（単位：円）

取引金額
（単位：円）

－1,696,231

―

評議員
１名

理事
２名

県出資法人

未収金 2,647,480

未収金

未収金

27,741,460

49,934,819

資金借入
0

長期借入金
(一年内返
済予定長期
借入金含

む)

13,503,500,000

92,378,480

103,022,180

49,934,819

金　　　　額

合　　　　計

177,845,854
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９　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

現金預金勘定

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　　　　0円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金

現金及び現金同等物

１０ リース取引関係

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

　その他固定資産

　　施設管理運営事業において使用の統括管理システム機器、入退室管理システム及びＯＡ研修システムである。

１１ その他

　①中小企業地域資源活用等促進事業費補助金においては、交付済額が確定金額を2,001,489円超過したことから、当該超過金額

　　は受取国庫補助金に計上していない。なお、当該超過分はすでに受領しているため返還する必要があるが、当法人の費用で

　　はないことから支払返還金に計上していない。

　②経営改善計画策定支援事業受託料においては、支払済額が確定金額を6,581,545円超過したことから、当該超過金額は事業

　　受託収益に計上していない。なお、当該超過分はすでに受領しているため返還する必要があるが、当法人の費用ではない

　　ことから支払返還金に計上していない。

　③令和２年度から令和３年度にかけて実施の共同・協業販路開拓支援事業費補助金は昨年度に受取国庫補助金に計上していない

　　ことから、当年度に全額31,099,906円を計上する。なお、昨年度執行され費用計上している金額は7,078,295円であった。

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前期末 当期末

現金預金勘定 1,766,767,810円

現金及び現金同等物 1,766,767,810円

219,041,180円

　　　　　0円

219,041,180円
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